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第6次草津市総合計画
第2期基本計画策定の経緯

1  草津市総合計画特別委員会

市議会が設置する委員会です。

計画策定の各段階において、市議会の立場からの意見を求めました。

開 催 年 月 日 主 な 内 容

第 1回 令和 5年１２月２０日 ・第6次草津市総合計画第2期基本計画の策定方針について
・転出入者アンケート等の実施について

第 2回 令和 6年 1月１６日 ・転出入者アンケート等の実施について

第 3回 令和 6年 5月１４日
・第6次草津市総合計画第１期基本計画の総括評価について
・第6次草津市総合計画第2期基本計画の施策体系（案）につ
いて

第 4回 令和 6年 6月２６日

　第6次草津市総合計画第２期基本計画における
・リーディング・プロジェクト（案）について
・ウェルビーイングについて
・地方創生について
・計画の構成について

第 5回 令和 6年 7月３１日 ・第6次草津市総合計画第２期基本計画（素案）について
　【※分野ごとに協議】

第 6回 令和 6年 9月１９日 ・第６次草津市総合計画第２期基本計画（案）について

第 7回 令和 7年 3月１７日 ・第６次草津市総合計画第２期基本計画につき議決を求める
ことについて
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2  草津市総合計画審議会

市民（各種団体代表、一般公募）および有識者等17人からなる会議です。

第6次草津市総合計画について、専門的・総合的な見地から御審議をいただくよう市長から

諮問し答申を受けました。

開 催 年 月 日 主 な 内 容

第 1回
【諮 問】 令和６年１月２３日

・第6次草津市総合計画第2期基本計画の諮問
・第6次草津市総合計画第2期基本計画の策定方針について
・転出入者アンケート等の実施について

第 2回 令和６年６月7日
・第6次草津市総合計画第1期基本計画の総括評価について
・第6次草津市総合計画第2期基本計画の施策体系（案）につ
いて

第 3回 令和６年７月１２日

　第6次草津市総合計画第2期基本計画における
・リーディング・プロジェクト（案）について
・ウェルビーイングについて
・地方創生について
・計画の構成について

第 4回 令和６年 8月 9日 ・第6次草津市総合計画第2期基本計画（素案）について

第 5回 令和６年１０月2日 ・第6次草津市総合計画第2期基本計画（案）について

【答 申】 令和６年１０月２１日 ・第6次草津市総合計画第2期基本計画（案）の答申
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3  草津市総合計画策定市民会議

各団体の関係者や一般公募の市民など27人で構成する会議です。
草津市の今後のまちづくりなどについての意見交換を行い、いただいた御意見やアイデアを
第6次草津市総合計画第2期基本計画の策定に生かしました。

開 催 年 月 日 主 な 内 容

第 1回 令和 6年 5月31日
・草津市の総合計画について
《グループワーク》
・草津市の「良いところ」、「変えたいところ」

第 2回
第 3回

令和 6年 7月25日
令和 6年 7月26日

《グループワーク》
・第6次草津市総合計画第2期基本計画「私たちの役割（市民・
地域・事業者等）」について

第 4回 令和 6年 9月 5日 ・第2回、第3回草津市総合計画策定市民会議での意見と対応
について

4  高校生アンケート調査

若者の “声 ”を反映した第６次草津市総合計画第2期基本計画を策定するため、高校生を対象
として、これからの草津市に期待することやまちづくりへのアイデア、市政に対する率直な御
意見等をお聞きしました。
　
調 査 対 象 :市内の高等学校に通学する高校2年生約1,697人 
調 査 期 間 :令和6年2月5日～令和6年2月29日
有効回答数 : 1,179件
有効回収率 : 69.5％

5  転出入者アンケート調査

転出入者の“声”を反映した第6次草津市総合計画第2期基本計画を策定するため、転出入のきっ
かけや転出入の決め手等の理由や市政に対する御意見等をお聞きしました。
　
調 査 対 象 :草津市内への転入者・転出者（世帯）
調 査 期 間 :令和6年2月7日～令和6年5月31日
有効回答数 : 411件
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6  パブリックコメント

第6次草津市総合計画第2期基本計画（案）に関して、広く市民の意見を募集しました。

実 施 期 間 :令和6年11月1日～令和6年12月2日
配架場所での閲覧者数 : 23人
ホームページアクセス数 : 248件
YouTubeくさつチャンネル再生回数 : 171回
提 出 者 数 : 4人
意 見 総 数 : 18件

7  タウンミーティング

第6次草津市総合計画第2期基本計画の策定にあたり、市長が計画に込めた思いを説明すると
ともに、市民の皆様と意見交換を行いました。

実 施 日 :令和6年11月9日
参 加 者 数 : 40人（会場35人　Web参加5人）

8  庁内体制

■  総合計画策定推進委員会 《8回開催》
市長、副市長、教育長、各部長で構成する庁内会議です。
総合計画策定において重要な事項の審議・協議を行いました。

■  総合計画策定推進委員会幹事会 《6回開催》
副部長（総括）で構成する庁内会議です。
総合計画策定において横断的な調整、総合計画策定推進委員会に提出する案件の協議を行い
ました。
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草津市総合計画審議会設置条例

制定：昭和44年４月１日
条例第２号

最終改正：平成25年３月29日条例第４号
　（設置）
第１条　地方自治法（昭和22年法律第67号）第138条の４第３項の規定により、草津市総合計画の
策定に関し広く市民の意見を聴き、市長の諮問機関として草津市総合計画審議会（以下「審議会」
という。）を設置する。
　（定数）
第２条　審議会は、委員30人以内で組織する。
　（委任）
第３条　この条例に定めるもののほか、審議会の組織、運営その他審議会に関し必要な事項は、市長
が別に定める。
　　　付　則
１　この条例は、公布の日から施行する。
２　草津市建設計画審議会設置条例（昭和42年草津市条例第７号）は、廃止する。
　（略）
　　　付　則（平成25年３月29日条例第４号）
　この条例は、平成25年４月１日から施行する。
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草津市総合計画審議会設置条例施行規則

制定：昭和44年４月１日
規則第４号

最終改正：平成25年４月１日規則第36号
　（趣旨）
第１条　この規則は、草津市総合計画審議会設置条例（昭和44年草津市条例第２号）第３条の規定に
基づき、草津市総合計画審議会（以下「審議会」という。）の組織、運営その他審議会について必
要な事項を定めるものとする。
　（組織）
第２条　委員は、学識経験のある者、公共的団体その他の団体の役員、国の職員、県の職員およびそ
の他市長が必要と認める者のうちから市長が委嘱する。
　（任期）
第３条　委員の任期は、総合計画策定の審議に関する事務が終了するまでとする。
　（会長および副会長）
第４条　審議会に、会長および副会長１人を置き、委員の互選により定める。
２　会長は、審議会を代表し、会務を総理する。
３　副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。
　（会議）
第５条　審議会は、会長が招集し、その議長となる。
２　審議会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開き議決することができない。
３　審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。
　（部会）
第６条　審議会は、特に必要があるときは、部会を置くことができる。
２　部会に属する委員は、会長が指名する。
３　部会に部会長を置き、会長の指名する委員がこれに当たる。
４　部会長は、部会の事務を掌理する。
５　部会長に事故があるときは、あらかじめ部会長の指名する委員がその職務を代理する。
　（関係人の出席）
第７条　審議会は、その所掌事務の遂行に必要があると認めるときは、関係人の出席を求めて、その
意見または説明を聞くことができる。
　（庶務）
第８条　審議会の庶務は、総合政策部企画調整課において処理する。
　（委任）
第９条　この規則の施行について、必要な事項は、会長が定める。
　　　付　則
１　この規則は、公布の日から施行する。
２　草津市建設計画審議会規則（昭和42年規則第６号）は、廃止する。
　（略）
　　　付　則（平成25年４月１日規則第36号）
　この規則は、平成25年４月１日から施行する。
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草津市総合計画審議会委員名簿

区 分 氏 名 役 職 等

学識経験者

肥塚　浩 【会長】 立命館大学大学院　経営管理研究科　教授

佐野　仁美 京都橘大学　発達教育学部　教授

西原　陽子 立命館大学　情報理工学部　教授

三浦　克之 滋賀医科大学　社会医学講座　公衆衛生学部門　教授

関係団体か
らの選出者

小林　望 草津市公立保育所・公立認定こども園　保護者と先生の会連絡
協議会　会長（令和6年5月20日まで）

村本　遥 草津市公立保育所・公立認定こども園　保護者と先生の会連絡
協議会　会長（令和6年5月21日から）

清水　和廣 草津市社会福祉協議会　会長

塚口　博司 草津市都市計画審議会　会長
立命館大学　理工学部　名誉教授

中谷　緑郎【副会長】 草津市まちづくり協議会連合会　会長

北村　嘉英 草津商工会議所　会頭

中西　健太 草津青年会議所　理事長

植村　正雄 くさつ男女共同参画市民会議い～ぶん　代表

窪田　明裕 草津・栗東地区労働者福祉協議会　事務局次長

吉川　彰治 レーク滋賀農業協同組合　経営管理委員

公募市民

我孫子　順子 公募

下笠　圭子 公募

堀井　好子 公募

吉田　満知子 公募

（学識経験者・公募市民は氏名、関係団体からの選出者は団体名の50音順、敬称略）
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草津市総合計画策定市民会議開催要綱

令和６年１月４日
告示第２号

　（設置）
第１条　この要綱は、草津市総合計画策定市民会議（以下「市民会議」という。）の開催に必要な事
項を定めることにより、第６次草津市総合計画第２期基本計画の策定に当たり、広く市民からの意
見を求めることを目的とする。
　（市民会議の委員）
第２条　市民会議の委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委託する。
　(1)　関係する団体から選出された者
　(2)　草津市市民参加条例（平成２４年草津市条例第２１号）第８条の公募により選考する市民
　(3)　前２号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者
　（役割）
第３条　委員は、第６次草津市総合計画第２期基本計画の策定にあたり、次に掲げる事項について意
見交換を行うものとする。
　(1)　基本計画に関すること。
　(2)　前号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項
　（会長および副会長）
第４条　市民会議に会長および副会長を置く。
２　会長および副会長は、委員の互選により定める。
３　会長は、市民会議の進行を行う。
４　副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときまたは会長が欠けたときは、その職務を代理する。
　（会議）
第５条　市民会議の会議は、市長が招集する。
２　市長は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、その意見または説明を聴くことができる。
　（庶務）
第６条　市民会議の庶務は、総合政策部企画調整課において処理する。
　（その他）
第７条　この要綱に定めるもののほか、市民会議の開催に関し必要な事項は、市長が別に定める。
　　付　則
　この要綱は、令和６年１月４日から施行する。
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草津市総合計画策定市民会議　委員名簿

区 分 氏 名 団 体 等

関係団体か
らの選出者

山元　義宣 一般社団法人　草津市観光物産協会

井上　佐知子 一般社団法人　草津栗東医師会

園田　実乘 NPO法人　草津市心身障害児者連絡協議会

守野　洋史 NPO法人　草津の未来を建設する市内業者会

中西　安子 NPO法人　琵琶湖ネット草津

鶴田　真理子 草津市国際交流協会

野田　まり子 草津市消費者リーダー会

山元　孝子 草津市人権擁護委員会

嘉悦　和子 【会長】 草津市スポーツ推進委員協議会

矢守　渚奈子 草津市21世紀文化芸術推進協議会

柴田　みどり 草津市認可保育園連盟

奥野　壽久 草津市防災指導員連絡協議会

石本　恵津子 草津市ボランティア連絡協議会

中出　高明 【副会長】 草津市立地域まちづくりセンター運営会議

田中　正治 草津市老人クラブ連合会

内田　雪絵 くさつ☆パールプロジェクトチーム

木村　幸太郎 草津栗東交通安全協会

上田　恭典 公益社団法人　滋賀県宅地建物取引業協会

椙山　和紀 湖南　企業いきもの応援団

寺尾　信一 滋賀県退職校長さざなみ会

横江　秀美 滋賀県農業法人協会

公募市民

伊藤　健二 公募委員

角谷　貴美子 公募委員

杉原　あや子 公募委員

田中　博之 公募委員

中村　年夫 公募委員

堀尾　久美子 公募委員

（関係団体からの選出者は団体名、公募市民は氏名の50音順、敬称略）
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草津市総合計画策定推進委員会設置要綱

制定：令和３年４月１日
告示第152号

最終改正：令和５年５月31日告示第178号
　（設置）
第１条　草津市総合計画（以下「総合計画」という。）の策定に向けた計画案の検討および協議なら
びに総合計画の推進のため、草津市総合計画策定推進委員会（以下「委員会」という。）を設置する。
　（所掌事項）
第２条　委員会の所掌事項は、次に掲げるとおりとする。
　(1)　総合計画の計画案の検討および協議に関すること。
　(2)　総合計画の進捗管理に関すること。
　(3)　SDGsに関すること。
　(4)　その他総合計画の策定および推進のために必要な事項
　（組織）
第３条　委員会は、草津市庁議規程（平成18年草津市訓令第２号）第３条に規定する部長会議の構成
員をもって組織する。
２　委員長は、市長をもって充てる。
３　副委員長は、副市長をもって充てる。
　（委員長等）
第４条　委員長は、委員会の事務を統括する。
２　委員長に事故あるとき、または欠けたときは、副委員長が所管の副市長、他の副市長の順序によ
りその職務を代理する。
　（会議）
第５条　会議は、委員長が必要に応じ招集する。
２　委員長は、必要があると認めるときは、事案に関係のある職員を会議に出席させ、説明を求める
ことができる。
　（幹事会）
第６条　委員会に、幹事会を置く。
２　幹事会は、草津市庁議規程第11条に規定する総括副部長会議の構成員をもって充てる。
３　幹事会に幹事長を置き、委員長の指名する職員をもって充てる。
４　幹事長は、幹事会の事務を掌理する。
　（庶務）
第７条　委員会に関する庶務は、総合政策部企画調整課において処理する。
　（委任）
第８条　この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が定める。
　　付　則
　この要綱は、令和３年４月１日から施行する。
付　則（令和５年５月31日告示第178号）
この要綱は、令和５年５月31日から施行する。
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SDGs について

■ SDGs（持続可能な開発目標）とは
SDGsとは「Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）」の略称で、
国連加盟193か国が2030年までに達成するための目標として、2015年9月の国連サ
ミットで採択されたものです。SDGsは、「誰一人取り残さない」持続可能で多様性と
包摂性のある社会の実現のため17の目標（ゴール）とその下位目標である169のター
ゲットにより構成され、「経済」「社会」「環境」の三側面を統合する取組を行うものです。

■ 草津市における SDGs の視点を取り入れた施策の展開
SDGsによる先進国を含む国際社会全体の17の目標（ゴール）と169のターゲット
で構成される「誰一人取り残さない」という理念は、本市の総合計画に基づく取組と
目指すべき方向性と共通した目標となっています。
第2期基本計画では、第1期基本計画から引き続き、基本方針ごとに関連するSDGs
の17の目標を示し、SDGsという世界共通のものさしを用いることにより、多様なステー
クホルダーとの目標の共有と連携の強化を図り、取組をより一層進めることで、持続
可能なまちの実現を目指します。
なお、基本方針ごとに示しているSDGsの17の目標については、各基本方針におけ
る取組内容が、該当のSDGsの目標達成に資するものであること示しています。

216



■ SDGs17の目標（ゴール）と内容

アイコン 目標（ゴール） 内　容

1 貧困をなくそう あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる。

2 飢餓をゼロに 飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養改善を実現し、持続可能
な農業を促進する。

3 すべての人に健康と福祉を あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促
進する。

4 質の高い教育をみんなに すべての人に包摂的かつ公正な質の高い教育を確保し、生涯学習
の機会を促進する。

5 ジェンダー平等を実現しよう ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女児の能力強化を…
行う。

6 安全な水とトイレを世界中に すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保…
する。

7 エネルギーをみんなに
そしてクリーンに

すべての人々の、安価かつ信頼できる持続可能な近代的エネル
ギーへのアクセスを確保する。

8 働きがいも経済成長も
包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべての人々の完全かつ…
生産的な雇用と働きがいのある人間らしい雇用（ディーセント・
ワーク）を促進する。

9 産業と技術革新の
基盤をつくろう

強靱（レジリエント）なインフラ構築、包摂的かつ持続可能な産業
化の促進及びイノベーションの推進を図る。

10 人や国の不平等をなくそう 各国内及び各国間の不平等を是正する。

11 住み続けられるまちづくりを 包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続可能な都市及び人
間居住を実現する。

12 つくる責任つかう責任 持続可能な生産消費形態を確保する。

13 気候変動に具体的な対策を 気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる。

14 海の豊かさを守ろう 持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保全し、持続可能な形
で利用する。

15 陸の豊かさも守ろう
陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の推進、持続可能な森
林の経営、砂漠化への対処、ならびに土地の劣化の阻止・回復及
び生物多様性の損失を阻止する。

16 平和と公正をすべての人に
持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進し、すべての
人々に司法へのアクセスを提供し、あらゆるレベルにおいて効果
的で説明責任のある包摂的な制度を構築する。

17 パートナーシップで
目標を達成しよう

持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パート
ナーシップを活性化する。

出典 :「私たちのまちにとってのSDGs（持続可能な開発目標）－導入のためのガイドライン－ 2018年3月版（第2版）」
（一般財団法人住宅・建築SDGs推進センター）より抜粋（外務省翻訳）

Kusatsu City 217

資
料
編


